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価格と回収速度の優位性から，市場調査におけるWeb 調査の需要は大きく，2017 年の調査手法別の市場規模シェアは
27%に達している。Web 調査の問題は，訪問調査と比較して偏りがあることが報告されている。確かに，住民基本台帳等か
ら無作為抽出を実施し，かつ対面で調査を行う方法と比較すると，精度で勝ることは困難である。しかし，一層のグローバ
ル化が進む現在，Web 調査への期待はさらに高まるであろう。本研究の課題認識は，Web 調査の偏りに関する研究は多数
報告されているものの，精度をより良くする方法の提案が乏しいことである。精度向上の術として，傾向スコア等の調整によ
る，得られた数値に対する事後処理は議論されているが，そもそも如何にして良い数値を取得するかに関する提案が少ない。
精度を高めるための仮説要件は，(1) 国民全体を対象とできること，(2) 無作為抽出ができること，(3)インセンティブなしで回
答を得られること，の3 点である。そこで，本研究は，国土が広大で訪問調査が難しく，かつ市場規模が大きい中国を対象
に，従来型のWebパネル調査と，仮説を満たす新しい方法で，顧客の属性と自動車市場の調査を実施し，真値との差異を
検証した。
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I.	 はじめに
“If I had asked people what they wanted, they 

would have said faster horses.”というHenry Ford
の言葉があるように，顧客は自身が欲しいものを，明確な
言葉にするのは難しいと言われる(Cortez & Johnston, 
2017)。確かに，性能や耐久性等の客観的な機能的価値
が購買要因である世界では，顧客は要望を表しやすい。
しかし，デザインやUX(User eXperience) 等の主観的な
意味的価値が競争力である現在は( 延岡 , 2006)，一層に
顧客が言葉で表現することの困難さは想像に容易い。意
味的価値づくりのベースであるコンセプトは，顧客の潜在
的な課題を理解することから始まる(Christensen, Cook 
& Hall 2005)。つまり，商品開発における市場調査の目的
は，顧客の言葉をそのまま収集するのではなく，解決するこ
とで購買決定要因となりうる課題の仮説検証にすべきであ
る。加えて，当然ながら，効果検証という2つ目の目的も存

在する。これら市場調査の最終的な目標は，意思決定の
成功確率を向上させることである( 上田, 2010)。この目的・
目標を備えた市場調査が不可欠という認識は，今後も主
流であろう。

調査で最も重要なことは，自明のことだが数字の正確性
である。誤差が生じる要因は，標本誤差と非標本誤差が
ある。前者は，標本が母集団の市場代表性を有さないこと
で生じる。後者は，標本誤差以外のすべての誤差を指し，
測定誤差や集計誤差等の主に作業ミスから生じる。本研
究では，前者に焦点を絞る。すなわち，市場代表性の高い，
被験者の無作為抽出と数字の精度について論じる。

ITの進歩によって，調査方法は多様化しているが，価格
と回収速度の優位性からWebを利用した調査は急速に
発展し，2017 年の発注金額ベースシェアは27%に達する
(ESOMAR, 2007-2017)。今後，BRICs 等の新興市場が
台頭することから，この傾向は一層強まると想定できる。通
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常のWeb 調査は，調査会社が管理する登録パネルから
被験者を抽出し，金銭的インセンティブを対価に回答協力
を依頼する方法が一般的である( 星野 , 2007)。

しかし，Web 調査で得た数字には偏りが発生すること
が報告されている(Couper, 2000；星野 , 2003；萩原 , 
2009a, 2009b；Bethlehem, 2010)。その原因として，以
下の2つが指摘されている。1つ目は，調査可能な母集団
が調査会社の有するクローズドパネルであり，本来の母集
団から偏る点である( 星野 , 2007；大隅 , 2006)。2つ目は，
インセンティブを目的として，自発的に参加する回答者に偏
る点である( 埴淵・村中・安藤 , 2015；吉村 , 2001；大隅・
前田, 2008)。そこで, 本研究における仮説は, 「可能な限
り国民全体を対象とした調査可能な母集団を形成し, そ
こから無作為抽出を行い，インセンティブを提供せずに調
査することで，Webパネル調査と比較して, より市場代表
性が高い数値が得られる」と定義した。当該仮説の検証
と，市場代表性を高めるための要件を設問数と設問内容
からも考察した。価格と回収速度というWeb 調査の優位
性を維持したまま，市場をより正確に表現する数字を得るこ
とができれば，意思決定の確度がより高まることが期待でき
る。

II.	 Webパネル調査の数字の偏りという課題と 
その要因

1.	調査手法別の市場規模推移
近年は技術の進歩に伴い，調査手法は多様化してい

る。定量調査では，Webブラウザのcookie やスマート
フォンのGPSを利用した，デジタル・リアルの顧客行動の
把握が盛んに行なわれている( 泉 , 2016；Jin, Zhou, & 
Mobasher, 2004；神場 , 2002)。定性調査では，アイトラッ
キングやEEG 等を用いたニューロサイエンスによる顧客
の感性評価が台頭している(Knutson, Rick, Wimmer, 
Prelec & Loewenstein, 2007；茨 木・ 矢 野・ 萩 原 , 
2016)。人間の記憶は，1ヶ月後に79%を忘却するという指
摘があるように(Ebbinghaus, 1885)，認識ではなく事実で
ある，行動や生体反応による調査は確かに有益である。

しかし，図 1に示すとおり，2017 年時点でWeb 調査は
27%を占める手法であり，直近 10 年間で継続して最も利
用されている(ESOMAR, 2007-2016)。グローバル化が進
む現在，市場の状況を把握する上で，価格と回収速度に
優位性があるWeb 調査への期待は揺るがないであろう
( 埴淵・村中・安藤 , 2015)。

2.	Webパネル調査の数字の偏りという課題とその要因
Web 調査における課題として，偏りに関して盛んに議論

図—1 調査手法別の市場規模推移
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されている。訪問留置調査とWeb 調査では，同じ設問で
も回答結果が大きく異なる(Couper, 2000)。日本において
も，総務省の就業構造基本調査をもとに，Web 調査と留
置調査の偏りを評価すると，前者は大卒・高年収・専門
技術職が多くなる( 萩原 , 2009b)。さらに，回答傾向は，郵
送調査と比較して，Web 調査は意識設問に対して批判
的な傾向が見られる( 萩原 , 2009a)。しかし，個人情報保
護法の施行に伴うプライバシー意識の高まりや，単身世帯
の増加による対象者との接触の困難さから，従来型の訪
問調査や郵送調査が困難になっている( 関根 , 2007)。世
論調査では，RDD(Random Digit Dialing) が使用され
るケースがまだ見られるが，Web 調査と比較してデータ品
質が低下する(Chang & Krosnick, 2009)。この要因は, 
複数の選択肢を提示すると, RDDは認知負荷が高くな
るためである(Fricker, Galesic, Tourangeau, & Yan, 
2005)。

Web 調査における偏りの発生原因は，大別して2つに
分けられる。1つ目は，自発的に調査会社のパネルに登録
した被験者が対象となるため，調査可能な母集団が偏る
ことである(出口, 2008)。2つ目は，インセンティブ目的の被
験者が対象になっていることである。被験者の調査参加
目的を問うと50% 以上が「謝礼や懸賞品」を挙げており，
当該目的に時間を費やす限定された集団である( 吉村 , 
2001)。

したがって，BRICs 等の新興市場の台頭を踏まえると，
一層の利用増加が見込まれるWeb 調査の課題を解決す
る術が求められている。

3.	Web 調査における偏りの補正
Web 調査の偏り補正としては，近年は傾向スコアを用い

た共変量調整法が有力な方法と認識され，適用事例が
多数報告されている(Taylor, 2000；土屋 , 2005；星野 , 
2007)。しかし，前提として，得られたデータを母集団分布
に補正することは，補正の変数が増えるほど，新たな歪み
を生むリスクがある( 星野・前田 , 2006)。したがって，補
正変数は性別・年齢程度に抑え，根源である市場代表性
の高いデータを得ることが重要である。

III.	Web 調査における市場代表性の高い 
無作為抽出方法

1.	本研究の概略
本研究では，中国市場を対象に，従来のWebパネル

調査と表 1に示す仮説要件を満たす Web 調査の2 通り
で同じ設問を問い，真値との差異を検証した。検証項目
は，(1) 世帯人数，(2) 学歴，(3)自動車ブランドの販売シェ
ア，(4) 地域別の自動車ブランドの販売シェアの4 点とし
た。真値は，(1)-(2)の属性項目は中華人民共和国国家
統 計 局 (National Bureau of Statistics of China，以
下中国統計局 )，(3)-(4)の自動車ブランドシェアは，China 
Association of Automobile Manufacturersをソース
としている，JATOのデータとした(JATO 2017)。被験者
は，中国統計局が公表する性別・年齢の構成比に合致さ
せた18 歳 -59 歳の男女である。

2.	調査方法
表 1に示す仮説要件を満たす調査として，スマートフォ

ン・PC・タブレットでWeb 閲覧をしている人を対象に，ラ
ンダムで調査を提示し，インセンティブを提供せずに回答を
求める，RIWI CorporationのRDIT(Random Domain 

表—1 Webパネル調査の課題と市場代表性を高める仮説要件
No 課題 内容 仮説要件
1 調査可能な 

母集団
調査可能な母集団が調査会社のパネルであり，本来
の母集団から偏る。

要件 1：可能な限り国民全体に調査可能な母集団 
要件 2：完全無作為抽出

2 回答目的 インセンティブを目的として，パネルに登録している 要件 3：インセンティブを提供しない調査
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Intercept Technology)を採用した。表 1の要件 1では，
スマートフォンユーザーにアクセスできることが重要である。
Webパネル調査では，多数の設問を調査するために，PC
ユーザーが中心になっている。しかし，現在最も広く浸透し
ているデバイスはスマートフォンであり，中国におけるスマー
トフォン所有率は，約 90%まで達しているとする調査も存
在する(Deloitte Tohmatsu Consulting, 2017)。

RDIT の調 査プロセスは，図 2に示 すとおり，RIWI 
Corporationが約 1,000 万のドメインを保有 ( 買取・借用
を含む)しており，スマートフォンを含むWeb 閲覧をしてい
るデバイスが当該リンクに訪問した場合に調査画面を表
示し，インセンティブを提供せずに回答を求める。したがっ
て，最後の設問まで回答 ( 完全回答 ) することなく脱落す
る被験者も多く存在する。本研究では，Webパネル調査
の完全回答率は，調査画面にアクセスした被験者のうち
74.75%であるのに対し，RDITでは調査画面が提示され
た被験者のうち9.17%にとどまる。Webパネル調査は，もと
より調査に協力する意志を自ら表明し，回答者自身が望む
タイミングで回答しており，なおかつインセンティブを得てい
るため，完全回答率に差が出ることは必然である。完全回
答率が低いことで生じる偏りの指摘も存在しているが( 埴
淵・村中・安藤 , 2015)，本研究ではあくまで完全回答を
得られた結果から導いた推定値と真値との差異の大きさ
で妥当性を検証した。

調査は，表 2に示すとおり，2018/3に中国で実施し，
RDIT(Group A)・Web パネル(Group B)ともに3,000
人を対象にしている。設問は，性別・年齢，居住地域，回
答しているデバイスを問うコントロール項目，世帯人数，学
歴，車の購入時期，購入した車のブランドを問う検証項目
の計 7 問である。デバイスの分布補正はしないが，考察に
用いるために取得している。なお，回答方法はSA(Single 
Answer)の選択式であり，すべての項目で回答が完了し
たものを対象としている。選択肢の詳細は，IV 項で説明
する。

サンプ ル サイズ は，RDIT(Group A)・Web パネル
(Group B)ともに3,000 人である。Web パネルと異なり，
RDITは既知の属性情報を基にターゲット配信ができない
ため，約 2 倍の6,619 人に調査したのち，中国統計局が公
表する性別・年齢で補正をしている。表 3に示すとおり，
RDITとPanelの分布をCorrect 2016と合致させている。
なお，RDITの方が約 2 倍のサンプルサイズで調査を行っ
ているが，インセンティブが発生しないため，本研究では実
施費用はWebパネルと同程度で抑えられている。

3.	検証方法
表 4に示すとおり，誤差には，標本誤差と非標本誤差が

ある。本研究では，標本誤差を検証の対象としている。つ
まり，調査可能な母集団の偏り，標本抽出による偏りが主
な誤差の要因である。サンプルサイズは2つの調査方法

図—2 RDITの概要



216日本マーケティング学会 カンファレンス・プロシーディングス vol.7（2018）

Web調査における市場代表性の高い無作為抽出方法 ― 中国の自動車市場を対象とした比較検証 ―

で同じため該当しない。評価は，MAPE(Mean Absolute 
Percentage Error)とカイ二乗値を算出し，2つの指標と
もに優位性を確認した場合に，該当調査手法の優劣を判
定した。つまり，MAPEが小さい，かつ正の分布と各調査
手法の分布でカイ自乗検定し，カイ二乗値が小さいという
条件を満足した調査方法を判定した。検証項目は，世帯
人数 ( 表 2のQ4)，学歴 ( 表 2のQ5)，自動車ブランドの販
売シェア( 表 2のQ7)，地域別の自動車ブランドの販売シェ

ア( 表 2のQ2，Q7)の4 つである。ただし，自動車の販売
シェアは，新車に限定した，2015 年から2017 年の3 年間
のシェアとしている。そこで，Q6で取得した購入時期から，
該当する被験者のみで評価を実施している。また，地域
はNorth China( 華北 )，Northeast China( 東北 )，East 
China( 華東 )，South Central(中南 )，Southwest( 西南 )，
Northwest( 西北 )の6 地域で評価している。

表—2 RDITとWebパネル調査の調査概要
Item Content

Country China
Period March 2018
Method Group A : RDIT (Random Domain Intercept Technology) 

Group B : Online Panel Survey
Sample size Group A : 3,000  

Group B : 3,000
Sampling method Group A : We distributed surveys according to age and gender distribution. 

Group B : After random sampling, we weighted according to age and gender.
Question ＜Control＞ 

Q1. What is your age and gender? 
Q2. Where do you live? 
Q3. Which device are you using to answer this survey? 
 
＜Validation > 
 Q4. Including yourself, how many people live in your home? 
 Q5. What is the highest level of education you have completed? 
 Q6. When did you purchase the cars (new car) in your household? 
 Q7. What brand of car have you purchased most recently?
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IV.	検証と考察 
1つ目の項目である世帯人数は，1 人から6 人以上まで

の6 区分で調査した。結果は，表 5に示すとおり，MAPE
はRDIT が 4.40%, Webパネルが 9.38%，カイ二乗値は
RDITが514.22，Webパネルが1,362.80となり，両指標で
RDITの精度が優位であった。

2つ目の項目である学歴は，学歴なし，小学校，中学校，
高等学校，中等職業学校，大学在学中，大学，大学院の

8 区分で調査した。結果は，表 6に示すとおり，MAPEは
RDIT が 10.50%, Web パネルが 13.75%，カイ二乗値は
RDIT が 13,167.00，Webパネルが 18,908.00となり，両指
標でRDITの精度が優位であった。

3つ目の項目である自動車ブランドの販売シェアは，中国
における上位ブランドであり，かつ中国，アメリカ，韓国，日本，
ドイツの5カ国を含む，Geely，Baojun，Buick，Hyundai，
Honda，Toyota，VWの7ブランドで調査した。結果は，

表—3 性別・年齢をもとにしたサンプル収集・補正

No Item
Correct 2016 RDIT(raw) RDIT Panel

Freq Rate Freq Rate Freq Rate Freq Rate
1 Male 18-19 17,404,817 2.01% 700 10.58% 60 2.00% 60 2.00%
2 Male 20-29 109,861,249 12.71% 2613 39.48% 381 12.70% 381 12.70%
3 Male 30-39 106,610,384 12.34% 1482 22.39% 370 12.33% 370 12.33%
4 Male 40-49 112,910,108 13.07% 411 6.21% 392 13.07% 392 13.07%
5 Male 50-59 97,068,977 11.23% 178 2.69% 337 11.23% 337 11.23%
6 Woman 18-19 14,849,834 1.72% 204 3.08% 52 1.73% 52 1.73%
7 Woman 20-29 100,708,572 11.65% 548 8.28% 350 11.67% 350 11.67%
8 Woman 30-39 101,464,101 11.74% 294 4.44% 352 11.73% 352 11.73%
9 Woman 40-49 108,969,931 12.61% 125 1.89% 378 12.60% 378 12.60%
10 Woman 50-59 94,355,941 10.92% 64 0.97% 328 10.93% 328 10.93%

Total 864,203,914 100.00% 6,619 100.00% 3,000 100.00% 3,000 100.00%

表—4 標本誤差と非標本誤差
標本誤差 

(Sampling error)
非標本誤差 

(Non-sampling error)
内容 標本抽出に伴う誤差 標本誤差以外の理由による誤差

誤差の有無
全数調査の場合 なし あり
標本調査の場合 あり あり

計算

可否 可能 不可能

確率的算出

 
 
　SE: Standard Error ( 標準誤差 ) 
　SD: Standard Deviation ( 標準偏差 ) 
　N: サンプルサイズ

−

誤差の原因

・調査可能な母集団の偏り 
・標本抽出による偏り 
・サンプルサイズの不足

・誤解を招く質問文 
・回答者の意図的 / 無意識な嘘の回答 
・回収率の不足 
・分析者による集計ミス
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表 7に示すとおり，MAPEはRDIT が 2.00%, Web パネ
ルが3.01%，カイ二乗値はRDITが21.65，Webパネルが
114.81となり，両指標でRDITの精度が優位であった。

4 つ目の項目である地域別の自動車ブランドの販売
シェア は，North China( 華 北 )，Northeast China( 東
北 )，East China( 華 東 )，South Central( 中 南 )，
Southwest( 西 南 )，Northwest( 西 北 ) の 6 地 域におけ
るシェアを調査した。対象ブランドは，同じく7ブランドであ
る。結果は，表 8に示すとおり，両指標で優位になったの
は，RDITがNorth China，South Central，Southwest，
Northwestの4 地域，Web パネルが Northeast China
の1 地域であった。Northeast Chinaは，MAPEはWeb
パネル，Webパネルが統計的に有意でないことから カイ
二乗値はRDITが優位となり，引き分けの判定としている。

以上より，表 9に示すとおり，9 項目中7 項目でRDIT が
優位な結果となり，仮説は支持された。つまり，Web 調査
において，市場代表性を高めるためには，「可能な限り国
民全体を対象とした調査可能な母集団を形成し, そこか
ら無作為抽出を行い，インセンティブを提供せずに調査す
ること」が有効だと考えられる。なお，仮説要件 1にて，「ス
マートフォンユーザーにアクセスできることが重要」と述べ
たが，当該調査におけるスマートフォンでの回答率は，Web

パネルの19.90%に対し，RDITでは50.63%となっている。
現在，日々の生活のインターネット利用では，PCよりスマー
トフォンの方が身近な存在である。例えば，中国において，
起床後に携帯電話を確認するユーザーは，5 分以内で約
50%，30 分以内で80%を超過する(Deloitte Tohmatsu 
Consulting, 2015)。こうした環境を踏まえると，より市場の
生活者に近い調査方法になっていると言えるであろう。

当該調査の結果で，2 つの手法ともに，最も精度が低
かったのは学歴である。この要因として，2つが考えられ
る。1つ目は，インターネットに接続できる環境にいる人は，
学歴が高い傾向がある。インターネット普及率は，大学・
専門学校を卒業した人は96.1%に対し，中学校を卒業し
た人は35.2%にとどまっている( 土橋 , 2013)。この傾向が
世帯人数や居住地域より顕著であると考えられる。2つ目
は，中国の学歴に対する強い自己肯定意欲が挙げられる。
中国には「書中自有黄金屋 ( 黄金の家を手に入れたいな
ら本を読みなさい)」ということわざがあるように，歴史的・
文化的に「高学歴＝高い社会的地位」という概念が根
強く浸透しており，学歴に対する意識が強い( 蒋 , 2011)。
実際，中国では学歴詐称が社会問題となっており( 森安 , 
2014)，一人っ子政策で差が生まれにくい世帯人数や，省
単位で問うている居住地域に比べ，学歴を高く偽る可能
性が高いと考えられる。

表—5 世帯人数の評価結果 (National Bureau of Statistics of China, 2017a)

No Item
Correct 2016 RDIT Panel

Freq Rate Freq Rate Error 
rate Freq Rate Error 

rate
1 1 51,347 14.09% 434 14.47% 0.38% 116 3.87% 10.22%
2 2 93,925 25.77% 390 13.00% 12.77% 374 12.47% 13.31%
3 3 95,094 26.09% 876 29.20% 3.11% 1,624 54.13% 28.04%
4 4 64,894 17.81% 518 17.27% 0.54% 487 16.23% 1.57%
5 5 35,430 9.72% 340 11.33% 1.61% 295 9.83% 0.11%
6 6 or more 23,741 6.51% 442 14.73% 8.22% 104 3.47% 3.05%

Total 364,431 100.00% 3,000 100.00% 4.40% 3,000 100.00% 9.38%
Chi-square 
(p-value) − − 514.22 

(0.00) − − 1,362.80 
(0.00) − −
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表—6 学歴の評価結果 (National Bureau of Statistics of China, 2017b)

No Item
Correct 2016 RDIT Panel

Freq Rate Freq Rate Error 
rate Freq Rate Error 

rate
1 No Schooling 61,488 5.71% 216 7.20% 1.49% 4 0.13% 5.57%
2 Primary School 275,939 25.61% 352 11.73% 13.88% 9 0.30% 25.31%
3 Junior Secondary School 418,395 38.84% 360 12.00% 26.84% 56 1.87% 36.97%
4 Regular Senior Secondary School 137,409 12.75% 342 11.40% 1.35% 262 8.73% 4.02%
5 Secondary Vocational School 44,762 4.15% 250 8.33% 4.18% 142 4.73% 0.58%
6 College Students 74,338 6.90% 428 14.27% 7.37% 624 20.80% 13.90%
7 Undergraduates 59,235 5.50% 601 20.03% 14.54% 1683 56.10% 50.60%
8 Postgraduates 5,797 0.54% 451 15.03% 14.50% 220 7.33% 6.80%

Total 1,077,363 100.00% 3,000 100.00% 10.50% 3,000 100.00% 17.97%
Chi-square 
(p-value) − − 13,167.00 

(0.00) − − 18,908.00 
(0.00) − −

表—7 自動車ブランドの販売シェアの評価結果 (JATO, 2017)

No Item
Correct  2015-2017 RDIT Panel

Freq Rate Freq Rate Error 
rate Freq Rate Error 

rate
1 Geely 2,452,758 9.06% 58 7.04% 2.02% 76 5.10% 3.95%
2 Baojun 2,177,336 8.04% 89 10.80% 2.76% 61 4.10% 3.94%
3 Buick 3,376,608 12.47% 125 15.17% 2.70% 235 15.78% 3.32%
4 Hyundai 3,015,929 11.13% 79 9.59% 1.55% 137 9.20% 1.93%
5 Honda 3,676,853 13.57% 107 12.99% 0.59% 222 14.91% 1.34%
6 Toyota 3,482,460 12.86% 118 14.32% 1.46% 279 18.74% 5.88%
7 VW 8,904,893 32.88% 248 30.10% 2.78% 479 32.17% 0.71%

Total 27,086,837 100.00% 824 100.00% 2.00% 1,489 100.00% 3.01%
Chi-square 
(p-value) − − 21.65 

(0.00) − − 114.81 
(0.00) − −
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表—8 地域別の自動車ブランドの販売シェアの評価結果 (JATO, 2017)

No Region_Unit
RDIT Panel

Judgment
MAPE Chi-square 

(p-value) MAPE Chi-square 
(p-value)

1 North China 4.77% 23.61 
(0.00) 5.69% 68.71 

(0.00) RDIT

2 Northeast China 5.68% 28.02 
(0.00) 3.93% 10.74 

(0.10) Panel

3 East China 3.59% 21.10 
(0.00) 2.86% 64.88 

(0.00) −

4 South Central 2.95% 12.48 
(0.05) 3.37% 28.30 

(0.00) RDIT

5 Southwest 4.25% 15.60 
(0.02) 4.53% 18.34 

(0.01) RDIT

6 Northwest 4.36% 8.24 
(0.22) 7.79% 10.78 

(0.10) RDIT

表—9 検証結果のまとめ
Content Index / Item RDIT Panel Judgment

Number of people per household
MAPE 4.40% 9.38%

RDIT
Chi-square 514.22(0.00) 1362.80(0.00)

Educational background
MAPE 10.50% 17.97%

RDIT
Chi-square 13,167.00(0.00) 18,908.00(0.00)

Car brand owned
MAPE 2.00% 3.01%

RDIT
Chi-square 21.645(0.00) 114.81(0.00)

Car brand owned 
by region

North China
MAPE 4.77% 5.69%

RDIT
Chi-square 23.61(0.00) 68.71(0.00)

Northeast China
MAPE 5.68% 3.93%

Panel
Chi-square 28.02(0.00) 10.74(0.10)

East China
MAPE 3.59% 2.86%

−
Chi-square 21.10(0.00) 64.88(0.00)

South Central
MAPE 2.95% 3.37%

RDIT
Chi-square 12.48(0.05) 28.30(0.00)

Southwest
MAPE 4.25% 4.53%

RDIT
Chi-square 15.60(0.02) 18.34(0.01)

Northwest
MAPE 4.36% 7.79%

RDIT
Chi-square 8.24(0.22) 10.78(0.10)

():p-value
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本研究の課題は，2つ挙げられる。1つ目は，調査手法
の性質上，回答率が低いことである。設問を7 問に設定
し，1 問目回答者ベースで完全回答率が30.27%となった。
MAPEという観点では，Webパネル調査に勝ったものの，
回答率が低いことは望ましい状況ではない。解決策として
は，以下の2つが考えられる。1つ目は，調査設問数を3 問
程度に抑えることである。1 問目に回答した被験者のうち，
2 問目に回答したのは83.21%，3 問目は65.26%，そして4
問目で39.49%に大きく減少し，以降は減少幅がなだらか
になった。インターネットを閲覧中に突然調査を求められた
場合，許容できる閾値には配慮すべきである。もちろん，1
問目で回答を拒絶した被験者が69.70%いたが，この改善
にインセンティブを用いては仮説要件を満たさないため，難
しいと考えられる。2つ目は，設問数を4 問以上調査しない
といけない場合には，同属性の被験者に項目を分割して
調査する等，実行面での工夫は可能である。

2つ目は，正の分布と調査して得た分布をカイ自乗検定
すると， RDITとPanelともにほぼすべての項目でp-value
が0.05 未満となり，5% 有意水準では「正の分布と調査し
て得た分布に差異がある」と結論づけられることである。
従来のWebパネルよりは精度が向上したとはいえ，まだ統
計検定の観点からは，異なる母集団から得た数字と見な
されるレベルである。より一層，市場代表性を高める調査
手法を模索し続けていく必要がある。

V.	 まとめ
価格と回収速度の優位性から需要の大きいWeb 調査

は，これまで多数の偏りが報告されているものの，精度を高
めるための提案は不十分であった。本研究の貢献は，従
来のWebパネルと比較して，市場代表性を高めるために
は，「可能な限り国民全体を対象とした調査可能な母集団
を形成し, そこから無作為抽出を行い，インセンティブを提
供せずに調査すること」であると実証した点にある。対象
市場は，国土が広大で訪問調査が困難であり，かつ市場
規模の大きい中国で検証した意義も大きい。また，提案手

法で回答率を高めるためには，設問数は3 問程度に抑え
るべきである。調査項目としては，中国の学歴を重視する
慣習から，精度が低下しやすいことも確認した。

市場調査は，産業界の意思決定支援だけでなく，学術
界でも科学的な検証の術として利用されている。その際，
数字の精度が重要であることは言うまでもない。生活者は
調査のために生活しているのではなく，生活のために生活
していると言われるように( 油谷 , 1986)，市場代表性を高
めるためには，変化し続ける被験者のライフスタイルを考慮
し，調査方法自体も検討し続ける必要がある。
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